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１． 14 年 9 月中間期の連結業績（平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日） 
(1) 連結経営成績                             (注)百万円未満切捨表示 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

14 年 9 月中間期         131,216   △11.8          △1,359       －          △1,703       － 

13 年 9 月中間期         148,843      1.5          △5,195       －          △5,658       － 

14 年 3 月期 439,756    △5.3            9,848   △25.0            9,245   △29.9 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭 

14 年 9 月中間期 △1,852       －            △10.87 － 

13 年 9 月中間期         △6,897       － △43.36 － 

14 年 3 月期 191   △84.3 1.20 － 
(注)①持分法投資損益       14 年 9 月中間期 △93 百万円   13 年 9 月中間期 △118 百万円  14 年 3 月期 29 百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 14 年 9 月中間期 170,405,480 株 13 年 9 月中間期 159,095,716 株 14 年 3 月期 159,094,803 株 
    ③会計処理の方法の変更 有（添付資料 12 ページ参照） 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

14 年 9 月中間期       677,447       168,537         24.9       989.05 

13 年 9 月中間期       663,295       166,282         25.1 1,045.17 

14 年 3 月期 654,497 170,031         26.0 1,068.76 

(注)期末発行済株式数(連結) 14 年 9 月中間期 170,402,438 株 13 年 9 月中間期 159,095,854 株 14 年 3 月期 159,092,605 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

14 年 9 月中間期 15,494     △10,108      △2,190       57,135 

13 年 9 月中間期       13,506 △6,106      △7,865       63,397 

14 年 3 月期 △15,934      △3,386        9,461       54,150 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  6 社  持分法適用非連結子会社数  5 社  持分法適用関連会社数  2 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)－社 (除外)－社  持分法 (新規)1 社 (除外)－社 
 
２．15 年 3 月期の連結業績予想（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通   期          452,000             △300            △800 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  △4 円 69 銭  
 
※上記予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の 4～5 ページを参照してください。 
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企業集団の状況 

 当社グループは、当社、子会社１４社及び関連会社６社で構成され、建設事業及び不動産事業等を主な事業の 
内容としております。当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関係は、次のとお 
りであります。なお、次の２部門は事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 
 
［建 設 事 業      ］ 
  当社は総合建設業を営んでおり、子会社である光が丘興産（株）他４社及び関連会社の前田道路（株）他２ 
 社が同一の建設事業を営んでおり、当社が工事を施工するに当たり一部について施工協力を行なっており、              
 （株）前田製作所他１社が建設用資機材の納入を行なっております。 
［その他の事業］ 
  当社は開発事業を営んでおり、子会社である正友地所（株）他１社が不動産の販売及び賃貸事業を行なって 
 おります。また、子会社である（株）前田製作所が建設機械の製造・販売・レンタルを、フジミ工研（株）が

コンクリート二次製品の製造・販売を主な事業の内容としているほか、関連会社の（株）光邦は印刷業を営ん

でおります。 
   
  事業の系統図は次のとおりであります。 

得      意      先 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

工
事
施
工 

 
 
 
                       資機材販売他 

 
 
                       工事施工 
 
 
 
 
 
 
  （注）無印は連結子会社６社、※１は非連結子会社で持分法適用会社５社、※２は非連結子会社で持分法 
     非適用会社３社、※３は関連会社で持分法適用会社２社、※４は関連会社で持分法非適用会社４社 
     である。 
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         建 設 事 業            開発事業

  ［建 設 事 業］ 
（子  会  社） 
 光が丘興産（株） 
 フジミビルサービス（株） 
 （株）ミヤマ工業 
 その他２社   ※１ 
 
（関 連 会 社） 
 前田道路（株）※３ 
 その他２社  ※４ 

 

工
事
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  ［そ の 他 の 事 業］ 
（子  会  社） 
 （株）前田製作所 
 フジミ工研（株） 
 正友地所（株） 
 その他６社 ※１ ※２ 
 
（関 連 会 社） 
 （株）光邦 ※３ 
 その他２社 ※４ 
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関係会社の状況 
 

名 称 住 所 資本金 主要な事業 
の 内 容 

議決権の
所有割合 関 係 内 容 摘要 

（連 結 子 会 社）  百万円  ％   

 ㈱ 前 田 製 作 所          長野県長野市        3,160 その他の事業    50.7  (  8.4) 

当社は建設用機械等を購
入、賃借している。 
役員の兼任等…… 有 

※１ 
※２ 

 光 が 丘 興 産 ㈱          東京都千代田区 1,054 建設事業、 
その他の事業 

   42.6 
 (  0.8) 

当社より建設工事を受注し
ている。当社は建設用資機
材を購入、賃借している。 
役員の兼任等…… 有 

※１ 
※３ 

 フ ジ ミ 工 研 ㈱          東京都千代田区 250 その他の事業    75.0  (   －) 

当社は建設用資材を購入し
ている。 
役員の兼任等…… 有 

  

 フジミビルサービス㈱ 東京都千代田区 100 建 設 事 業         100.0  ( 50.0) 

当社より建設工事を受注し
ている。当社施設のビル管
理等を行なっている。 
役員の兼任等…… 有 

  

 正 友 地 所 ㈱          東京都千代田区 50 その他の事業   100.0  (  3.6) 

当社グループの不動産開発
を行なっている。 
役員の兼任等…… 有 

  

 ㈱ ミ ヤ マ 工 業          東京都千代田区 25 建 設 事 業         100.0  ( 50.0) 

当社より建設工事を受注し
ている。 
役員の兼任等…… 有 

  

(持分法適用関連会社)  百万円  ％   

 前 田 道 路 ㈱           東京都品川区        19,350 建設事業、 
その他の事業 

   21.4 
 (  0.0) 

当社より舗装工事等の建設
工事を受注している。 
役員の兼任等…… 無 

 ※２ 

 ㈱   光   邦 東京都千代田区 100 その他の事業    40.7  ( 15.0) 

当社より印刷、製本等を受
注している。 
役員の兼任等…… 無 

  

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 
   ２．※１：特定子会社に該当する。 
   ３．※２：有価証券報告書を提出している。なお、㈱前田製作所は株式を日本証券業協会に店頭上場し、 
     前田道路㈱は株式を東京証券取引所市場第一部に上場している。 
   ４．※３：持分は 100 分の 50 以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものである。 

   ５．議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合で内数である。 
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経 営 方 針 

１．会社の経営の基本方針 
  当社は、創業以来「誠実」「意欲」「技術」を社是とし、「  良い仕事をして顧客の信頼を得る」を基本理念と 
 した、品質至上と顧客最優先のもと、顧客と地域社会に信頼感・安心感・満足感を与える品質を提供すること 
 を創業理念としております。また、事業を通して常に社会に意義ある貢献をするため、「ＭＡＥＤＡ行動規範」 
 を定め、株主・ 投資家に理解と共感を得る開かれた経営を目指しております。 
  
２．会社の利益配分に関する基本方針 
  利益配分につきましては、株主の皆様に長期的な安定配当を行なうとともに、将来の事業展開に備えるため、

内部留保に努めることを利益配分の基本方針としております。 
 
３．中長期的な会社の経営戦略 

当社は、厳しい経営環境の中にあっても、縮小均衡ではなく、従来構造を打破して「利益ある成長」を目指

していくために、平成１４年度を初年度とする３ヶ年の「中期経営計画」を策定し、次の重点施策を掲げて経

営改革を推進しております。 
（１）価格競争力の向上 

新しい生産システムの構築や総経費の圧縮などにより、価格競争力の強化を図る。 

（２）ソリューション機能の強化 

顧客の抱える問題に対する解決能力を高めることにより、上・下流の営業力（エンジニアリング力）を

さらに強化する。 

（３）ブランド力の向上 

信用力（財務力）を堅持し、施工品質の向上や環境・安全活動、広報・ＩＲ活動への取り組みをさらに 

強化することにより、顧客に選ばれるブランドを有する企業になる。 

（４）新規市場の開拓 

リテール事業、ＩＴソリューション事業を拡大するとともに、市場の変化に対応し、新たな事業領域に 

挑戦する。 

 

４．会社の経営管理組織の整備等(コーポレート・ガバナンスの充実)に関する施策 

 経営改革の一環として、経営の意思決定の迅速化と業務執行の責任を明確化するため、執行役員制度を

導入しております。また、本年度において、経営環境の変化に機動的に対応すべく取締役の任期を1年に短

縮するとともに、組織改革として、土木、建築とも企画・設計から営業、施工までの組織を一本化いたし

ました。これにより、グループを含めた経営戦略の決定や業務執行の監督機能の強化を図り、各担当分野

での迅速な業務執行が行なえる経営体制を整えております。 

 

５．会社の対処すべき課題 

当社は、「中期経営計画」の具体的施策として、ソリューション機能（顧客の抱える問題に対する解決

能力）を高めることにより、エンジニアリング分野、リニューアル分野への取り組みを強化し、受注およ

び利益の確保に努めるとともに、リテール事業などの新しい事業分野への取り組みを継続してまいります。

また、建設事業の一層のコストダウンと効率化を図るため、調達をはじめとしたあらゆる業務プロセスの

見直しや基幹情報システムの再構築などにより、新しい生産システムの構築を進めてまいります。さらに、

顧客に選ばれるブランドを有する企業をめざして、健全な財務基盤を堅持し、施工品質の向上や環境・安

全活動へのたゆまぬ取り組みを続けるなど、より一層の社業の発展に努力を重ねてまいります。 
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経営成績及び財政状態 

１．経営成績 
（１）当中間期の業績全般の概況 

当中間期におけるわが国経済は、米国経済の一時的な回復を受け、輸出を中心に立ち直りの兆しがみられ

ましたが、不良債権問題や株価低迷などから、先行きへの不透明感が払拭されず、回復基調には至りません

でした。企業収益につきましては、一部において改善傾向を示しましたものの、総じて成長力の伸長は乏し

く力強さに欠けました。また、完全失業率が高水準のまま推移し、所得が減少を続けるなど、依然として雇

用・所得環境が厳しいことから個人消費も低調に推移し、経済は引き続きデフレ状態にありました。 
当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の主たる事業の建設業界におきましては、公共工

事は、厳しい財政事情や公共事業の見直しを反映して国および地方自治体ともに予算が削減されたため、大

幅に落ち込みました。企業におきましても、過剰債務の処理や生産設備の海外シフトなどにより、民間設備

投資は抑制されました。また、これまで堅調であったマンション建築も、住宅ローン減税の効果の一巡や雇

用・所得環境への不安などから住宅取得意欲が減退したため、減少傾向となりました。 
このような情勢のもと、当社は、本年度に策定した３ヶ年の「中期経営計画」に基づき、土木、建築とも

企画・設計から営業、施工までの組織を一本化するとともに、コーポレートガバナンスの充実を目的として

取締役の任期を１年に短縮するなど、経営環境の変化に機動的に対応できる経営体制の構築に努めました。

また、事業領域の拡大や技術力向上を狙いとして海洋工事に優位性を持つ東洋建設株式会社との業務提携を

決定いたしました。さらに、新しい発注形態であるＣＭ（コンストラクションマネジメント）業務や技術提

案型の大型工事を受注するなど、積極的な営業活動を展開してまいりました。また、グループ各社におきま

しても、厳しい経営環境のなか懸命の努力を重ねてまいりました。 
   当中間期の業績につきましては、以下のとおりになりました。 

①売上について 
当中間期の連結ベースの売上高は、前年中間期比１１．８％減の１，３１２億円余となり、当社単体で

の売上高（完成工事高）につきましては、前年中間期比１２．７％減の１，０９８億円余となりました。 
②利益について 

   当中間期の連結ベースの利益は、経常損益が１７億円余の損失、中間純損益が１８億円余の損失となり

ました。当社単体では、完成工事総利益は９３億円余となり、営業損益、経常損益、中間純損益は、ほぼ

当初計画のとおり、それぞれ１６億円余の損失となりました。 
（２）当中間期のセグメント別の概況 
  ①建設事業について 
    建設事業は、当社が大半を占めており、当社を中心に積極的な営業活動を展開してまいりましたが、売

上高は、前年中間期比１２．０％減の１，１１２億円余となり、営業損益につきましては、１４億円余の

損失となりました。 
  ②その他の事業 
    その他の事業は、建設事業に関連する事業を中心にサービス業まで幅広く展開しており、厳しい事業環 

境のなか、売上高は前年中間期比１１．２％減の１９９億円余となり、営業利益につきましては、５億円

余となりました。 
（３）通期の業績全般の見通し 

    今後の見通しにつきましては、政府の総合デフレ対策による不良債権処理の加速や米国経済の停滞などに

対する懸念から、景気は当面低調に推移するものと予想されます。建設業界におきましても、建設市場は長

期的な縮小傾向が続き、新規投資が減少し、維持補修費の比率が高まるなど、市場環境の変化とともに厳し

さを増していくことから、さらなる競争激化が予測されます。また、一方では、厳しい経営環境のなか、建

設会社間の業務・技術提携や統合などの業界再編に向けた動きが続くものと推察されます。 
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通期の業績予想につきましては、以下のとおり見込んでおります。 
①受注について 

    通期の当社単体での受注高につきましては、建築工事が前期比３．８％減の２，１５０億円、土木工事

が同６．６％増の１，５００億円、合計で前期並の３，６５０億円を見込んでおります。 
②売上について 

通期の連結ベースの売上高は、前期比２．８％増の４，５２０億円を見込んでおります。当社単体での

売上高（完成工事高）につきましては、建築工事が前期比６．５％増の２，５１０億円、土木工事が前期

並の１，５４０億円、合計で前期比３．９％増の４，０５０億円を見込んでおります。 
③利益について 

通期の連結ベースの利益は、技術やノウハウの蓄積を目的として戦略的に受注した大型工事が完成を向

かえ、不採算が予想されることなどから、経常損益が３億円の損失、当期純損益が８億円の損失を見込ん

でおります。 
④株主配当金について 

    当社は安定配当に努めることを利益配分の基本方針としておりますが、当期の株主配当金につきまして

は、業績の動向や厳しい事業環境を総合的に勘案した結果、１株につき前期に対して２円減額した７円と

させていただく予定です。 
 
２．財政状態 

当中間期の連結ベースの営業活動によるキャッシュ・フローは、工事代金等売上債権の回収促進および未成 

工事受入金の増加により、１５４億円余となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、下半期に償還

する転換社債の償還資金の一時的運用のため有価証券を取得したこと、および固定資産の取得などにより、 

△１０１億円余となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、長期資金調達のため社債を１００億円

発行しましたが、短期借入金を１１９億円余返済したことなどにより、△２１億円余となりました。以上の結

果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は前期末に比べ２９億円余増加し、５７１億円余となりました。 
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中間連結財務諸表等 

比較中間連結貸借対照表 

                                            （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 

(Ｈ１４．９．３０) 

前中間連結会計期間末 

(Ｈ１３．９．３０) 
増  減 

前連結会計年度末 

(Ｈ１４．３．３１) 
        期 別 

 
科 目  金  額 ％ 金  額 ％  金  額  金  額 ％ 

資 産 の 部  677,447  100.0  663,295  100.0   14,152   654,497  100.0 

［流 動 資 産］ [ 505,978] [ 74.7] [ 479,590] [ 72.3] [  26,388] [ 478,752] [ 73.1] 

 現 金 預 金              57,457     63,729    △6,272   54,482  
 受取手形・完成工事未収入金等    62,808     59,669      3,139   113,205  

 有 価 証 券               7,528      2,000      5,528         6  

 販 売 用 不 動 産              16,179     12,808      3,370    13,692  

 未 成 工 事 支 出 金             316,715    285,214     31,500  249,873  

 その他たな卸資産     4,539      4,378        160     4,714  

 繰 延 税 金 資 産              14,139     19,089    △4,950   14,372  

 そ の 他 流 動 資 産              31,478     36,776    △5,297   33,485  

   貸 倒 引 当 金          △4,867   △4,077      △790  △5,080  

［固 定 資 産］ [ 171,469] [ 25.3] [ 183,705] [ 27.7] [△12,235] [ 175,744] [ 26.9] 

（有形固定資産）           (  84,973) ( 12.5) (  88,179) ( 13.3) ( △3,206) (  85,067) ( 13.0) 

 建 物 ・ 構 築 物              42,311     43,750    △1,438   42,397  
 機械・運搬具・工具・器具備品     7,689      7,999      △309   7,718  

 土 地              34,906     36,151    △1,244   34,855  

 建 設 仮 勘 定                  65        279      △213        66  

（無形固定資産）           (   1,457) (  0.2) (   1,094) (  0.2) (     362) (  1,307) (  0.2) 

（投 資 等） (  85,038) ( 12.6) (  94,430) ( 14.2) ( △9,392) (  89,370) ( 13.7) 

 投 資 有 価 証 券              66,235     74,142    △7,906   68,597  

 長 期 貸 付 金               4,804      6,862   △2,057    5,809  

 破産債権、更生債権等               8,746     10,040    △1,293    9,091  

 繰 延 税 金 資 産               7,072      5,907      1,165    7,794  

 そ の 他 投 資 等               9,679     10,144      △465    9,944  

   貸 倒 引 当 金          △11,501   △12,665      1,164  △11,868  
 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

       

 資  産  合  計   677,447  100.0   663,295  100.0    14,152   654,497  100.0 
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                                              （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 

(Ｈ１４．９．３０) 

前中間連結会計期間末 

(Ｈ１３．９．３０) 
増  減 

前連結会計年度末 

(Ｈ１４．３．３１) 
        期 別 
 
科 目 金  額 ％ 金  額 ％ 金  額 金  額 ％ 

負 債 の 部   506,086   74.7   490,897   74.0    15,189   478,026   73.0 
［流 動 負 債］ [ 430,437] [ 63.5] [ 407,614] [ 61.5] [  22,822] [ 405,720] [ 62.0] 
 工 事 未 払 金 等    66,627     72,253    △5,626   84,133  
 短 期 借 入 金              52,924     35,077     17,847   65,640  
 一年以内償還の社債               5,500     10,500    △5,000       －  
 一年以内償還の転換社債      8,209         －      8,209     8,209  
 未 払 金     6,342         －      6,342     7,696  
 未 払 法 人 税 等                 355        219        136    509  
 未 成 工 事 受 入 金             265,802    256,012      9,789  215,100  
 修 繕 引 当 金               1,233      1,145         87   1,205  
 賞 与 引 当 金     2,533      2,689      △155  2,865  
 完成工事補償引当金                 318        296         22   327  
 そ の 他 流 動 負 債              20,589     29,419    △8,830   20,031  
［固 定 負 債］ [  75,649] [ 11.2] [  83,282] [ 12.6] [ △7,633] [  72,306] [ 11.0] 
 社        債    27,500     23,000      4,500   23,000  
 転 換 社 債                  －      8,209  △8,209      －  
 長 期 借 入 金              11,356     12,647    △1,290    9,912  
 退 職 給 付 引 当 金              32,568     33,184      △616    32,565  
 役員退職慰労引当金                 430        583      △153       632  
 そ の 他 固 定 負 債               3,794      5,658    △1,864     6,196  
        

少 数 株 主 持 分     2,824    0.4     6,115    0.9   △3,291     6,438    1.0 
少 数 株 主 持 分     2,824      6,115    △3,291     6,438  

        
資 本 の 部   168,537   24.9   166,282   25.1     2,254   170,031   26.0 

［ 資 本 金 ］ [      －] [   －] [  23,454] [  3.5] [      －] [  23,454] [  3.6] 
［資本準備金 ］ [      －] [   －] [  31,579] [  4.8] [      －] [  31,579] [  4.8] 
［連結剰余金 ］ [      －] [   －] [ 104,517] [ 15.8] [      －] [ 111,606] [ 17.1] 
 [その他有価証券評価差額金] [      －] [   －] [  14,576] [  2.2] [     －] [  11,218] [  1.7] 
［為替換算調整勘定］ [      －] [   －] [    △60] [△0.0] [      －] [    △41] [△0.0] 
［ 自 己 株 式 ］ [      －] [   －] [     △0] [△0.0] [      －] [     △2] [△0.0] 
［子会社の所有する親会社株式］ [      －] [   －] [ △7,784] [△1.2] [      －] [ △7,784] [△1.2] 
        
［ 資 本 金 ］ [  23,454] [  3.5] [      －] [   －] [      －] [      －] [   －] 
［資本剰余金 ］ [  31,579] [  4.7] [      －] [   －] [      －] [      －] [   －] 
［利益剰余金 ］ [ 107,990] [ 15.9] [      －] [   －] [      －] [      －] [   －] 
 [その他有価証券評価差額金] [  10,354] [  1.5] [      －] [   －] [      －] [      －] [   －] 
［為替換算調整勘定］ [    △47] [△0.0] [      －] [   －] [      －] [      －] [   －] 
［ 自 己 株 式 ］ [ △4,793] [△0.7] [      －] [   －] [      －] [      －] [   －] 
        
        
        

負債、少数株主持分及び資本合計   677,447  100.0   663,295  100.0    14,152  654,497  100.0 
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比較中間連結損益計算書 
    （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

(Ｈ14.4.1～Ｈ14.9.30) (Ｈ13.4.1～Ｈ13.9.30) 
増  減 

(Ｈ13.4.1～Ｈ14.3.31) 

           期 別 
 

科 目 金  額 ％ 金  額 ％ 金  額 金  額 ％ 

（経 常 損 益 の 部）        
営 業 損 益                   
 売 上 高  131,216 100.0  148,843 100.0 △17,626  439,756 100.0 
  完 成 工 事 高  111,253   126,365  △15,111  392,688  
  開 発 事 業 等 売 上 高   19,963    22,478   △2,515   47,068  
 売 上 原 価  118,060  90.0  137,937  92.7 △19,876  398,270  90.6 
  完 成 工 事 原 価  100,645    118,055   △17,410  356,949   
  開発事業等売上原 価   17,415     19,881    △2,466   41,320   
   売 上 総 利 益   13,156  10.0   10,906   7.3 2,249   41,485   9.4 
  完 成 工 事 総 利 益   10,608      8,310      2,298   35,738   
  開発事業等売上総利益    2,547      2,596       △48    5,747   
 販売費及び一般管理費   14,515  11.1   16,101  10.8 △1,586   31,636   7.2 
   営 業 利 益               －   －     －   －      －    9,848   2.2 
   営 業 損 失    1,359 △1.0    5,195 △3.5 △3,835     －    － 

営 業 外 損 益                   
 営 業 外 収 益               1,161   0.9    1,293   0.9    △131    2,278   0.5 
  受 取 利 息 配 当 金      875       948      △72    1,490  
  そ の 他 営 業 外 収 益      286       344      △58      788  
 営 業 外 費 用               1,505   1.1    1,756   1.2    △250    2,882   0.7 
  支 払 利 息                 900     1,056     △155    2,056  
  為 替 差 損                 146       141         4       －  
  そ の 他 営 業 外 費 用                 458       558     △100      826  
   経 常 利 益        －    －        －    －    －    9,245   2.1 
   経 常 損 失    1,703 △1.3    5,658 △3.8  △3,955       －    － 
（特 別 損 益 の 部）        

 特 別 利 益                 308   0.2      608   0.4    △299    1,483   0.3 
固 定 資 産 売 却 益       58       506     △447    1,390  

  貸 倒 引 当 金 戻 入 額      147  －       147 －  
そ の 他 特 別 利 益      101       101         0       92  

特 別 損 失                 880   0.7    6,276   4.2  △5,396    8,123   1.8 
投資有価証券評価 損      701   1,211     △509  1,722  

  海 外 工 事 和 解 金       －     4,341   △4,341    4,341  
  そ の 他 特 別 損 失      179       724     △544    2,059  

税金等調整前中間（当期）純利益       －   －       －   －    －    2,605 0.6 
税金等調整前中間（当期）純損失    2,276 △1.7 11,327 △7.6  △9,051       － － 
法人税、住民税及び事業税      348       210       138    1,320  
法 人 税 等 調 整 額    △764   △4,556     3,792      875  

  少 数 株 主 利 益       －        －        －      217  
少 数 株 主 損 失        8        82        74       －  
中間（当期）純利益       －   －       －   －       －      191   0.0 
中間（当期）純損失    1,852 △1.4    6,897 △4.6  △5,045       －    － 
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比較中間連結剰余金計算書 

                                                （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

(Ｈ14.4.1～Ｈ14.9.30) (Ｈ13.4.1～Ｈ13.9.30) 
増    減 

(Ｈ13.4.1～Ｈ14.3.31) 

          期  別 

 

科  目 金     額 金     額 金    額 金     額 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 － １１３，１８１ － １１３，１８１ 

  連 結 剰 余 金 期 首 残 高  －  １１３，１８１ － １１３，１８１ 

     

連 結 剰 余 金 減 少 高   －    １，７６５ － １，７６５ 

  株 主 配 当 金    －    １，６６６ － １，６６６ 

  取 締 役 賞 与 金     －       ９８ － ９８ 

     

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益      －        － － １９１ 

中 間 ( 当 期 ) 純 損 失 － ６，８９７ －  － 

     

連結剰余金中間期末（期末）残高 － １０４，５１７ － １１１，６０６ 

     

（資本剰余金の部）     

資 本 剰 余 金 期 首 残 高   ３１，５７９        －    －       － 

資本剰余金中間期末（期末）残高    ３１，５７９        －      －        － 

                        

（利益剰余金の部）            

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 １１１，９２８        － －       － 

  連 結 剰 余 金 期 首 残 高 

 

 １１１，６０６        － －  － 

自己株式の会計基準変更に伴う  

期 首 剰 余 金 増 加 高 
     ３２１        － －       － 

     

利 益 剰 余 金 減 少 高    ３，９３７        － －     － 

  中 間 ( 当 期 ) 純 損 失    １，８５２        － －     － 

  株 主 配 当 金 

 

   １，６６６        － －  － 

  取 締 役 賞 与 金 

 
      ３４        －      －        － 

持分法適用会社増加に伴う 

剰 余 金 減 少 高 
     ３８４        －      －        － 

     

利益剰余金中間期末（期末）残高 １０７，９９０  － －  － 
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比較中間連結キャッシュ・フロー計算書 

                                           （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

(Ｈ14.4.1～Ｈ14.9.30) (Ｈ13.4.1～Ｈ13.9.30) (Ｈ13.4.1～Ｈ14.3.31) 

                期  別 

 

  科  目 金     額 金     額 金     額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

   税金等調整前中間（当期）純利益・損失（△）   △２，２７６  △１１，３２７    ２，６０５ 

   減価償却費    ２，８３５    ２，９０９    ６，０５６ 

   貸倒引当金の増加・減少（△）額     △５８０      ３５９      ５６５ 

   退職給付引当金の増加・減少（△）額     △１９９      １８３     △３８５ 

   受取利息及び受取配当金     △８７５     △９４８   △１，４９０ 

   支払利息      ９００    １，０５６    ２，０５６ 

   為替差損・益（△）     △５４５      １４１     △１０７ 

   有価証券・投資有価証券売却損・益（△）        ６      △１１       ３４ 

   有価証券・投資有価証券評価損    ７０１  １，２１１    １，７２２ 

   売上債権の減少・増加（△）額   ５０，３９７   ４４，３７８   △９，１５７ 

   未成工事支出金の減少・増加（△）額  △６６，８４１  △５６，４４０  △２１，０９９ 

   たな卸資産の減少・増加（△）額   △２，３１２      ２４４     △４７４ 

   仕入債務の増加・減少（△）額  △１７，５０５  △１７，４１０   △５，５３１ 

   未成工事受入金の増加・減少（△）額   ５０，７０１   ５１，２３５   １０，３２３ 

   その他    １，２４９   △１，８６３     △２９９ 

   小 計   １５，６５５   １３，７１７  △１５，１８２ 

   利息及び配当金の受取額    １，１３４    １，２０６    １，７５３ 

   利息の支払額     △７９２     △９０８   △２，０２１ 

   法人税等の支払額     △５０２     △５０９     △４８４ 

  営業活動によるキャッシュ・フロー   １５，４９４   １３，５０６  △１５，９３４ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

   有価証券の取得による支出   △７，１９８        －        － 

   有価証券の売却による収入       ２０        －        － 

   有形・無形固定資産の取得による支出   △３，２４７   △３，８４０   △４，７５８ 

   有形・無形固定資産の売却による収入      ８２     ２１０   １，４１０ 

   投資有価証券の取得による支出   △１，０９１   △５，６７１   △６，３３２ 

   投資有価証券の売却による収入       １９    ２，７４０    ４，９２３ 

   貸付けによる支出 △５８１ △１，１２４   △１，５９９ 

   貸付金の回収による収入    ２，５４０      ９０５    １，９０１ 

   その他     △６５２      ６７２    １，０６９ 

  投資活動によるキャッシュ・フロー  △１０，１０８   △６，１０６   △３，３８６ 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
   短期借入金純増加・減少（△）額  △１１，９６０  △１９，４２７   １０，１３４ 
   長期借入れによる収入    ３，０００        －        － 
   長期借入金の返済による支出   △１，５５５   △１，２６５   △２，９９８ 
   社債の発行による収入 １０，０００ １４，５００   １４，５００ 
   社債の償還による支出        －        －  △１０，５００ 
   配当金の支払額   △１，６６６   △１，６６６   △１，６６６ 
   自己株式の売却による収入        －        ３        ３ 
   自己株式の取得による支出       △２       △３       △４ 
   少数株主への配当金の支払額       △５       △５       △５ 
  財務活動によるキャッシュ・フロー   △２，１９０   △７，８６５    ９，４６１ 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額     △２１０      △９０       ５６ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額    ２，９８４     △５５５   △９，８０３ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   ５４，１５０   ６３，９５３   ６３，９５３ 
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高   ５７，１３５   ６３，３９７   ５４，１５０ 
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中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 
  連結子会社数６社 
  （株）前田製作所、光が丘興産（株）、フジミ工研（株）、フジミビルサービス（株）、正友地所（株）、 
  （株）ミヤマ工業 
２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社数７社  
 非連結子会社 ＭＫＫテクノロジーズインコーポレイテッド他４社 
 関 連 会 社       前田道路（株）他１社 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
  連結子会社の中間決算日は中間連結財務諸表提出会社と同一である。 
４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
  ①有価証券 

満期保有目的債券  償却原価法（定額法） 
その他有価証券   
時価のあるもの  中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの  移動平均法による原価法 

   但し、一部の連結子会社は、その他有価証券の時価のあるものについて、評価差額を全部資本直入法によ 
り処理している。 

  ②デリバティブ    時価法 
  ③たな卸資産 
   未成工事支出金  個別法による原価法 
   販 売 用 不 動 産  個別法による低価法 
   その他たな卸資産  移動平均法に基づく原価法 
   但し、一部の連結子会社は、販売用不動産及びその他たな卸資産について、個別法による原価法を適用し 

ている。 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
   有形固定資産 
   定率法によっている。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、 
   定額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準 

によっている。また、一部の連結子会社では、一部資産を生産高比例法によっている。 
（３）重要な引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権 
については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を引当て計上している。 

  ②賞与引当金 
   従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の内、当中間連結会計期間末負担額を引当 
   て計上している。 
  ③退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、 

当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を引当て計上している。 
過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額

法により按分した額を費用の減額処理している。 
数理計算上の差異は､各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０

年～１５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと

している。 
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  ④役員退職慰労引当金 
   取締役、監査役及び執行役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく当中間連結会計期間末要支給額

の全額を引当て計上している。 
（４）重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 
   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
（５）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。なお、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例処理 
によっている。 

（６）完成工事高の計上は、長期大型工事（工期２年以上、かつ請負金額が５０億円以上）については工事進行

基準を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用している。なお、当中間連結会計期間におい

て工事進行基準による完成工事高の計上はない。 
（７）消費税等の会計処理 
   消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
  中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金、要求払預金及び取得日 

から満期日までの期間が３ヶ月以内の定期預金及び譲渡性預金からなっている。 
 

会計処理の変更 

  従来、工事進行基準は、「工期３６ヶ月以上、かつ請負金額２００億円以上の国内工事」について適用してい

たが当中間連結会計期間の新規受注工事より「工期２年以上、かつ請負金額５０億円以上の工事」について

適用することに変更している。 
  この変更は、昨今の経済環境の変化に伴い受注工事が小型化しており、今後もその傾向が続くと見込まれる

こと、また、国際的な収益計上基準が工事進行基準に標準化される傾向にあることにより行ったものである。

なお、この変更に伴う当中間連結財務諸表に与える影響はない。 
 

追  加  情  報 

１．当中間連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適

用している。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響は、軽微である。なお、中間連結財務諸表

規則の改正により当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の資本の部及び中間連結剰余金計算書

については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成している。 
２．当中間連結会計期間から、１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純利益の算定に当たっては、「１株

当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。なお、従来の基準を適用した場合の当中

間連結会計期間における１株当たり純資産額、１株当たり中間純利益は、以下のとおりである。 

   １株当たり純資産額     1,059 円 41 銭 

１株当たり中間純利益     △11 円 64 銭 
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注 記 事 項 

（連結貸借対照表関係） 

      当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末  前連結会計年度末 

１．有形固定資産の減価償却累計額  ７０，５１１百万円  ６７，６８１百万円  ６８，５６８百万円 

２．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産     １１，７５０百万円  １３，８８２百万円  １１，８３８百万円 

担保が付されている債務    ２１，２３３百万円  ２０，３３６百万円  ２０，０４１百万円 

３．保証債務額 

 借入金に対する保証債務     ４，３５２百万円   ６，４２１百万円   ４，３０６百万円 

   マンション売買契約手付金の返済保証債務   ２，０９１百万円   １，８５０百万円     ９５９百万円 

   その他保証債務           ２１６百万円      １５百万円      ５２百万円 

・ 従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への保証債務（８８０百万円）に関しては、住宅資金貸 

付保険が付保されており、将来において実損が発生する可能性がないため、保証債務額から除外してい 

る。 
４．受取手形裏書譲渡高        １１，６９４百万円  ２２，５７４百万円  １９，４９４百万円 
 
（連結損益計算書関係） 

      当中間連結会計期間  前中間連結会計期間   前連結会計年度 
１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
   従業員給料手当         ５，３７９百万円   ７，７７５百万円  １３，０１２百万円 
   退職給付費用          １，１４３百万円     ８９８百万円   １，５６０百万円 
   賞与引当金繰入額        １，１６１百万円       －      １，３８１百万円 
２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

７２９百万円   １，０１０百万円   ２，２６９百万円 
 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係）  
１．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と（中間）連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との  

関係 
                   当中間連結会計期間  前中間連結会計期間   前連結会計年度 
  現金及び預金勘定         ５７，４５７百万円  ６３，７２９百万円  ５４，４８２百万円 
  預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △３２１百万円    △３３１百万円     △３３２百万円 
  現金及び現金同等物        ５７，１３５百万円  ６３，３９７百万円  ５４，１５０百万円 
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セグメント情報 

１．事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） 

                                        （単位：百万円） 

 建設事業 その他の事業    計 消去又は全社  連  結 

 売 上 高      

（１）外部顧客に対する売上高 １１１，２５３ １９，９６３ １３１，２１６ － １３１，２１６ 

（２）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
    ８９７  ４，５７１   ５，４６９ ( ５，４６９)       － 

      計 １１２，１５１ ２４，５３４ １３６，６８６ ( ５，４６９) １３１，２１６ 

 営 業 費 用      １１３，５８３ ２４，００４ １３７，５８８ ( ５，０１２) １３２，５７６ 

 営 業 利 益       △１，４３２    ５２９    △９０２ (   ４５７)  △１，３５９ 

 

前中間連結会計期間（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日） 

                                        （単位：百万円） 

 建設事業 その他の事業    計 消去又は全社  連  結 

 売 上 高      

（１）外部顧客に対する売上高 １２６，３６５ ２２，４７８ １４８，８４３ － １４８，８４３ 

（２）セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

    ７１２  ４，５０２   ５，２１５ ( ５，２１５)       － 

      計 １２７，０７８ ２６，９８０ １５４，０５９ ( ５，２１５) １４８，８４３ 

 営 業 費 用      １３２，０９１ ２６，９３９ １５９，０３０ ( ４，９９２) １５４，０３８ 

 営 業 利 益       △５，０１２     ４０  △４，９７１ (   ２２３)  △５，１９５ 

 

前連結会計年度（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）           （単位：百万円） 

 建設事業 その他の事業    計 消去又は全社  連  結 

 売 上 高      

（１）外部顧客に対する売上高 ３９２，６８８ ４７，０６８ ４３９，７５６       － ４３９，７５６ 

（２）セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

  １，６３０  ９，２１７  １０，８４７ (１０，８４７)       － 

      計 ３９４，３１８ ５６，２８６ ４５０，６０４ (１０，８４７) ４３９，７５６ 

 営 業 費 用      ３８３，９５１ ５６，２０１ ４４０，１５３ (１０，２４６) ４２９，９０７ 

 営 業 利 益       １０，３６６     ８４  １０，４５０ (   ６０１)   ９，８４８ 

（注）１．事業区分の方法 

     日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

   ２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

     建 設 事 業      ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

     その他の事業：建設機械及びコンクリート二次製品の製造、販売に関する事業 

            不動産の販売及び賃貸に関する事業 

            サービス事業 他 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間３６５百万円、 

前中間連結会計期間４４５百万円、前連結会計年度８４０百万円である。その主なものは、提出会社本店の管理 

部門に係る費用である。 

４．会計処理の変更 

当中間連結会計期間 

     「中間連結財務諸表作成の基礎となる重要な事項」４．（６）及び会計処理の変更に記載のとおり当中間連結会計

期間より完成工事高の計上基準を変更している。なお、この変更に伴う当中間会計期間におけるセグメントに与え

る影響はない。 
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２．所在地別セグメント情報 

  当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度は、全セグメントの売上高の合計額に占める

「本邦」の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
３．海外売上高 
  当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度は、海外売上高が連結売上高の１０％未満の 
ため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

リース取引関係  

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

                                            （単位：百万円） 
当中間連結会計期間 

（Ｈ１４．４．１～Ｈ１４．９．３０） 

前中間連結会計期間 

（Ｈ１３．４．１～Ｈ１３．９．３０） 

前連結会計年度 

（Ｈ１３．４．１～Ｈ１４．３．３１） 

 

取得価額 

 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

取得価額 

 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

取得価額 

 

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期末残高 

 

相 当 額 

機 械 装 置 4,342 1,985 2,357 5,623 2,307 3,315 4,678 2,023 2,655 

車 両 運 搬 具 764 410 353 724 322 402     847     391     455 

工具・器具備品等 717 488 228 896 540 356 994 672 321 

合 計 5,824 2,884 2,939 7,244 3,170 4,074 6,520 3,087 3,432 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）残高 

等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

（２）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

           当中間連結会計期間    前中間連結会計期間     前連結会計年度 

   １  年  内  １，０７８百万円     １，４０４百万円     １，１６４百万円 

   １  年  超  １，８６１百万円     ２，６６９百万円     ２，２６７百万円 

   合     計  ２，９３９百万円     ４，０７４百万円     ３，４３２百万円 

（注）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定 

資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

           当中間連結会計期間    前中間連結会計期間     前連結会計年度 

支払リース料     ６８１百万円       ６７２百万円     １，３４９百万円 

減価償却費相当額   ６８１百万円       ６７２百万円     １，３４９百万円 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

           当中間連結会計期間    前中間連結会計期間     前連結会計年度 

   １  年  内    ２４０百万円       １５６百万円       ４２４百万円 

   １  年  超     ９４百万円        ９８百万円        ８０百万円 

合     計    ３３４百万円       ２５４百万円       ５０４百万円 
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有価証券関係 

（当中間連結会計期間末）（平成１４年９月３０日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの                      （単位：百万円） 
 中間連結貸借対照表計上額 時   価 差   額 

国債・地方債等          ３４          ３４          △０ 
   合    計          ３４          ３４          △０ 

 
２．その他有価証券で時価のあるもの                        （単位：百万円） 
 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 
（１）株  式      ２１，１３１      ３７，５５９      １６，４２８ 
（２）債  券    
   国債・地方債等         ２７７         ２８８          １０ 
   そ の 他         １１１         １２７          １５ 
（３）そ の 他       ７，５３８       ７，１２０        △４１７ 
   合    計      ２９，０５９      ４５，０９５      １６，０３６ 

（注）有価証券について 479 百万円（その他有価証券で時価のある株式 239 百万円、株式投信 231 百万円、 

時価のない株式 8 百万円）減損処理を行っている。 

 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
（１）満期保有目的の債券 

非上場外国債券          １，５００百万円 
非上場内国債券          １，３５６百万円 

（２）その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） ３，４６３百万円 

 
（前中間連結会計期間末）（平成１３年９月３０日） 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの                      （単位：百万円） 
 中間連結貸借対照表計上額 時   価 差   額 
（１）国債・地方債等          ３４          ３４          △０ 
（２）社  債          １５          １５           － 
   合    計          ４９          ４９          △０ 

 
２．その他有価証券で時価のあるもの                        （単位：百万円） 
 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 
（１）株  式      ２１，４２２      ４４，７２１      ２３，２９９ 
（２）債  券    
   国債・地方債等         ２７７         ２９８          ２０ 
   そ の 他          ９６         １１１          １４ 
（３）そ の 他       ３，９２７       ３，２６１        △６６６ 
   合    計      ２５，７２３      ４８，３９２      ２２，６６８ 

 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 
（１）満期保有目的の債券 

非上場外国債券          １，５００百万円 
非上場内国債券            １８０百万円 

（２）その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） ２，８４３百万円 
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（前連結会計年度末）（平成１４年３月３１日） 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの                      （単位：百万円） 
 連結貸借対照表計上額 時   価 差   額 

国債・地方債等          ３４          ３４           ０ 
   合    計          ３４          ３４           ０ 

 
２．その他有価証券で時価のあるもの                        （単位：百万円） 
 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 
（１）株  式      ２０，９１１      ３９，０４７      １８，１３５ 
（２）債  券    
   国債・地方債等         ２７７         ２９４          １６ 
   そ の 他         １１１         １２１           ９ 
（３）そ の 他       １，７６７       １，２２５        △５４２ 
   合    計      ２３，０６９      ４０，６８８      １７，６１９ 

（注）その他有価証券で時価のあるものについて 1,061 百万円（株式 1,002 百万円、株式投信 59 百万円）減損 

処理を行っている。 

 
３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
（１）満期保有目的の債券 

非上場外国債券          １，５００百万円 
非上場内国債券            １８０百万円 

（２）その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） ２，８７３百万円 

 

デリバティブ取引関係  

１．金利関連                                   （単位：百万円） 
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

(平成１４年９月３０日) （平成１３年９月３０日） （平成１４年３月３１日） 
 

種  類 
契約額等 時  価 評価損益 契約額等 時  価 評価損益 契約額等 時  価 評価損益 

金利スワップ取引          
 受取変動・支払固定  ５００  △１４  △１４  ５００  △２１  △２１  ５００  △１７  △１７ 

                            

合  計  ５００  △１４  △１４  ５００  △２１  △２１  ５００  △１７  △１７ 

 （注）ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 
 

生産、受注及び販売の状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）が営んでいる事業の大部分を占める建設事業では生産を定義 
することが困難であり、建設事業においては請負形態をとっているため、生産実績及び販売実績を正確に示すこ 
とは困難であります。 
 また、当社グループの建設事業以外での生産及び受注は僅少であるため、当社単体での「建築・土木別 受注、 
完成、手持工事高」を個別財務諸表の概要の添付資料として開示しております。なお、生産、受注及び販売の状 
況については、記載可能な項目を経営成績における事業の種類別セグメントの業績に関連付けて記載しておりま 
す。 



１８  

平成 1 5 年 3  月期      個別中間財務諸表の概要       平成 14 年 11 月 21 日 

上 場 会 社 名        前田建設工業株式会社            上場取引所    東証第一部 
コ ー ド 番 号         1824                                 本社所在都道府県 東 京 都 
（ＵＲＬ  http://www.maeda.co.jp/） 
代  表  者 代表取締役社長      前田 靖治 
問合せ先責任者 執行役員財務部長     福田幸二郎   TEL(03)5276－5114 
中間決算取締役会開催日 平成 14 年 11 月 21 日        中間配当制度の有無            無 

          単元株制度採用の有無            有(１単元 1,000 株) 
 

１． 14 年 9 月中間期の業績(平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績                                (注)百万円未満切捨表示 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

14 年 9 月中間期 109,889   △12.7 △1,660       － △1,628       － 

13 年 9 月中間期         125,913      2.3 △5,145       － △5,170       － 

14 年 3 月期 389,752    △4.7 8,649   △26.6 8,575   △26.2 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭 

14 年 9 月中間期 △1,674      － △9.04 

13 年 9 月中間期 △6,418      － △34.66 

14 年 3 月期 △511      － △2.76 

 
 
 

(注)①期中平均株式数 14 年 9 月中間期 185,205,790 株 13 年 9 月中間期 185,212,917 株 14 年 3 月期 185,212,004 株 
   ②会計処理の方法の変更 有（添付資料 22 ページ参照） 
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 
 

 円   銭 円   銭 

14 年 9 月中間期 ――――― ――――― 

13 年 9 月中間期 ――――― ――――― 

 

14 年 3 月期 ―――――         9.00  

 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

14 年 9 月中間期       617,026       153,758 24.9       830.22 

13 年 9 月中間期       599,812       155,410 25.9       839.09 

14 年 3 月期       590,677       157,963 26.7       852.89 
(注)①期末発行済株式数 14 年 9 月中間期 185,202,748 株 13 年 9 月中間期 185,213,055 株 14 年 3 月期 185,209,806 株 

②期末自己株式数   14 年 9 月中間期     10,854 株 13 年 9 月中間期        547 株 14 年 3 月期      3,796 株 
 

２．15 年 3 月期の業績予想(平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通   期      405,000      △1,500      △1,500     7.00     7.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  △8 円 10 銭 
 

※上記予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の 4～5 ページを参照してください。 
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個別中間財務諸表等 

比較中間貸借対照表 
                                              （単位：百万円） 

当 中 間 期 

(Ｈ１４．９．３０) 

前 年 中 間 期 

(Ｈ１３．９．３０) 
増  減 

前     期 

(Ｈ１４．３．３１) 
        期 別 

 

科 目  金  額 ％  金  額 ％  金  額  金  額 ％ 

資 産 の 部  617,026  100.0  599,812  100.0    17,213   590,677  100.0 

［流 動 資 産］ [ 475,438] [ 77.1] [ 449,972] [ 75.0] [  25,465] [ 447,905] [ 75.8] 

 現 金 預 金              51,565     57,848    △6,282   48,697  
 受 取 手 形              17,773      8,028      9,745    20,523  
 完成工事未収入金              30,526     36,245    △5,718    74,303  
 有 価 証 券               7,528      2,000      5,528         6  
 販 売 用 不 動 産              10,729     11,335      △606    11,784  
 未 成 工 事 支 出 金             314,609    280,962     33,647  248,219  
 短 期 貸 付 金               2,875      3,230      △354     3,622  
 繰 延 税 金 資 産              13,917     18,906    △4,988   14,166  
 工 事 関 係 立 替 金              16,955     20,711    △3,756   18,669  
 そ の 他 流 動 資 産              13,543     14,561    △1,018   12,707  
   貸 倒 引 当 金          △4,586   △3,857      △728  △4,795  
［固 定 資 産］ [ 141,587] [ 22.9] [ 149,839] [ 25.0] [ △8,252] [ 142,772] [ 24.2] 
（有形固定資産）           (  69,582) ( 11.3) (  72,040) ( 12.0) ( △2,457) (  70,458) ( 11.9) 
 建 物 ・ 構 築 物              27,664     29,065    △1,400   28,436  
 機 械 ・ 運 搬 具               4,800      5,083      △283   4,908  
 工 具 ・ 器 具 備 品               1,244      1,265       △21   1,244  
 土 地              35,819     36,395      △575   35,815  
 建 設 仮 勘 定                  52        229      △176        53  
（無形固定資産）           (   1,303) (  0.2) (     957) (  0.2) (     346) (  1,146) (  0.2) 
 ソ フ ト ウ ェ ア                 774        640     133     760  
 その他無形固定資産                 529        316        213    386   
（投 資 等） (  70,701) ( 11.5) (  76,842) ( 12.8) ( △6,140) (  71,167) ( 12.0) 
 投 資 有 価 証 券              54,720     61,969    △7,249   56,073  
 長 期 貸 付 金               2,103      4,429   △2,325    3,090  
 破産債権、更生債権等               8,569      9,849    △1,279    8,934  
 長 期 前 払 費 用                 213        201         11     234  
 繰 延 税 金 資 産               5,666      2,236      3,429    4,143  
 そ の 他 投 資 等               9,110      9,004        106    8,750  
   貸 倒 引 当 金           △9,682   △10,848      1,166  △10,060  
        
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

       

 資  産  合  計   617,026  100.0   599,812  100.0    17,213   590,677  100.0 
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（単位：百万円） 

当 中 間 期 
(Ｈ１４．９．３０) 

前 年 中 間 期 
(Ｈ１３．９．３０) 

増  減 
前     期 

(Ｈ１４．３．３１) 
        期 別 
 
科 目 金  額 ％ 金  額 ％ 金  額 金  額 ％ 

負 債 の 部 463,267 75.1 444,402 74.1  18,864 432,714 73.3 
［流 動 負 債］ [ 394,641] [ 64.0] [ 372,141] [ 62.0] [  22,500] [ 369,104] [ 62.5] 
 工 事 未 払 金              57,588     60,061    △2,473   73,123  
 短 期 借 入 金              29,048     17,213     11,835   42,704  
 一年以内償還の社債               5,000     10,000    △5,000       －  
 一年以内償還の転換社債     8,209      －      8,209     8,209  
 未 払 金     6,175         －      6,175     7,434  
 未 払 法 人 税 等                 126        127        △1     943  
 未 払 費 用                 427        444       △16      309  
 未 成 工 事 受 入 金             265,118    253,456     11,662  214,441  
 預 り 金              12,773      8,438      4,334   10,438  
 修 繕 引 当 金               1,076      1,006         70   1,049  
 賞 与 引 当 金     2,084      2,113       △29  2,347  
 完成工事補償引当金                 298        288         10   311  
 従 業 員 預 り 金               6,034      6,542      △507   6,298  
 そ の 他 流 動 負 債                 679     12,448   △11,768   1,490  
［固 定 負 債］ [  68,625] [ 11.1] [  72,261] [ 12.0] [ △3,635] [  63,609] [ 10.8] 
 社        債    28,000     23,000      5,000   23,000  
 転 換 社 債                  －      8,209    △8,209      －  
 長 期 借 入 金               7,939      8,155      △216   8,047  
 退 職 給 付 引 当 金              29,413     29,814      △401    29,228  
 役員退職慰労引当金                 318        430      △111       461  
 そ の 他 固 定 負 債               2,954      2,652        302     2,872  
        

資 本 の 部   153,758   24.9   155,410   25.9   △1,651   157,963   26.7 
［ 資 本 金 ］          [      －] [   －] [  23,454] [  3.9] [      －] [ 23,454] [  4.0] 
［ 法 定 準 備 金 ］          [      －] [   －] [  36,131] [  6.0] [      －] [ 36,131] [  6.1] 
（ 資 本 準 備 金 ）          (      －) (   －) (  31,579) (  5.3) (      －) ( 31,579) (  5.3) 
（ 利 益 準 備 金 ）          (      －) (   －) (   4,552) (  0.8) (      －) (  4,552) (  0.8) 
［ 剰 余 金 ］          [    －] [   －] [  81,299] [ 13.6] [      －] [ 87,206] [ 14.8] 
（ 任 意 積 立 金 ）          (    －) (   －) (  87,438) ( 14.6) (      －) ( 87,438) ( 14.8) 
 株 式 消 却 積 立 金                 －      4,000      －   4,000  
 固定資産圧縮積立金                  －         38         －      38  
 別 途 積 立 金                －     83,400         －   83,400  
（中間(当期)未処理損失） (     －) (   －) (   6,138) (△1.0) (     －) (   231) (△0.0) 
〈中間 (当期) 純損失〉 <     －> <   －> <   6,418> <△1.1> <     －> <    511> <△0.1> 
 [その他有価証券評価差額金] [      －] [   －] [  14,523] [  2.4] [      －] [ 11,171] [  1.9] 
［自 己 株 式］ [      －] [   －] [     △0] [△0.0] [      －] [     △1] [△0.0] 
        
［ 資 本 金 ］          [  23,454] [  3.8] [      －] [   －] [      －] [      －] [   －] 
［ 資 本 剰 余 金 ］ [  31,579] [  5.1] [    －] [   －] [      －] [      －] [   －] 
（ 資 本 準 備 金 ）          (  31,579) (  5.1) (    －) (   －) (      －) (      －) (   －) 
［ 利 益 剰 余 金 ］ [  88,417] [ 14.3] [    －] [   －] [      －] [      －] [   －] 
（ 利 益 準 備 金 ）          (   4,552) (  0.7) (     －) (   －) (      －) (     －) (   －) 
（ 任 意 積 立 金 ）          (  83,436) ( 13.5) (    －) (   －) (      －) (      －) (   －) 
 固定資産圧縮積立金                  36         －         －     －  
 別 途 積 立 金              83,400         －         －       －  
（中間(当期)未処分利益） (     428) (  0.1) (      －) (   －) (   －) (      －) (   －) 
〈中間 (当期) 純損失〉 <   1,674> <△0.3> <     －> <   －> <     －> <      －> <   －> 
 [その他有価証券評価差額金] [  10,311] [  1.7] [      －] [   －] [      －] [      －] [   －] 
［自 己 株 式］ [     △4] [△0.0] [      －] [   －] [      －] [      －] [   －] 

 負 債・資 本 合 計   617,026  100.0   599,812  100.0    17,213  590,677  100.0 
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比較中間損益計算書 
                                                  （単位：百万円） 

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前     期 
(Ｈ14.4.1～Ｈ14.9.30) (Ｈ13.4.1～Ｈ13.9.30) 

増  減 
(Ｈ13.4.1～Ｈ14.3.31) 

           期 別 
 
科 目 金  額 ％ 金  額 ％ 金  額 金  額 ％ 
（経 常 損 益 の 部）        
営 業 損 益                   
 完 成 工 事 高            109,889 100.0 125,913 100.0 △16,023   389,752 100.0 

 完 成 工 事 原 価            100,492  91.4 118,796  94.3  △18,304   356,975  91.6 

   完 成 工 事 総 利 益               9,397   8.6     7,116   5.7     2,281    32,776   8.4 

 販売費及び一般管理費               11,058  10.1    12,262   9.7   △1,203    24,127   6.2 

   営 業 利 益     －   －     －   －      －     8,649   2.2 
   営 業 損 失 1,660 △1.5 5,145 △4.1   △3,485     －   － 
営 業 外 損 益                        
営 業 外 収 益                1,314   1.2     1,477   1.2   △162     2,526   0.6 
 受 取 利 息 配 当 金                  940      1,024       △83     1,575  

  そ の 他 営 業 外 収 益                  374        453  △79       950  
 営 業 外 費 用                1,282   1.2     1,502   1.2  △219     2,600   0.7 
  支 払 利 息                  782        917      △134     1,801  
  為 替 差 損                  146        140          5        －  
  そ の 他 営 業 外 費 用                  353        444       △90       799  
   経 常 利 益     －   －     －   －       －     8,575   2.2 
   経 常 損 失 1,628 △1.5 5,170 △4.1   △3,541     －   － 

（特 別 損 益 の 部）        
 特 別 利 益                 228   0.2      152   0.1       75        89   0.0 
 特 別 損 失                  798   0.7     5,995   4.8   △5,197     7,826   2.0 
  投 資 有 価 証 券 評 価 損                  667      1,211      △543     1,810  
  海 外 工 事 和 解 金        －      4,341    △4,341     4,341  
  そ の 他 特 別 損 失                  130        443      △312     1,674  
   税引前中間(当期)純利益        －   －        －   －        －       839  0.2 
   税引前中間(当期)純損失     2,199 △2.0    11,013 △8.7  △8,814        － － 
    法人税､住民税及び事業税       126   0.1       127   0.1       △1       812  0.2 
      法 人 税 等 調 整 額           △651 △0.6 △4,722 △3.8     4,071       539   0.1 

   中間 (当期 )純損失            1,674 △1.5  6,418 △5.1   △4,744       511 0.1 
   前 期 繰 越 利 益              2,103       280      1,823       280  
   中間(当期)未処分利益       428         －       428        －  
   中間(当期)未処理損失     －   6,138    △6,138       231  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．有価証券の評価基準及び評価方法は、満期保有目的債券については償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連

会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市

場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価

のないものについては移動平均法による原価法によっている。 
２．未成工事支出金の評価基準及び評価方法は、個別原価法を基礎とする原価法により、また、販売用不動産の評価 

方法は、個別原価法を基礎とする低価法によっている。 
３．有形固定資産の減価償却の方法は、定率法によっている。但し、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附 

属設備を除く）については、定額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す 
る方法と同一の基準によっている。 

４．ソフトウェアの減価償却の方法は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を、その他無形固定資産 
については、定額法によっている。   

５．社債発行費は、支出時に全額費用として処理している。 
６．貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特 

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を引当て計上している。 
７．修繕引当金は、重機械類の大修繕に備えて中間期までに負担すべき修繕見積額を引当て計上している。 
８．賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の内、当中間期負担額を引当て計

上している。 
９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間期末において発生していると認められる額を引当て計上している。 
  過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額法によ

り按分した額を、費用の減額処理している。 
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理することとしている。 
10．役員退職慰労引当金は、取締役、監査役及び執行役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく中間期末要支 

給額の全額を引当て計上している。 

11．リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃 

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

12．ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっている。なお、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについ 

ては、特例処理によっている。 

13．完成工事高の計上は、長期大型工事（工期が２年以上、かつ請負金額５０億円以上）については工事進行基準を 

  適用し、その他の工事については工事完成基準を適用している。なお、当中間期において工事進行基準による完

成工事高の計上はない。 

14．消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

会計処理の変更 

  従来、工事進行基準は、「工期３６ヶ月以上、かつ請負金額２００億円以上の国内工事」について適用していたが

当中間連結会計期間の新規受注工事より「工期２年以上、かつ請負金額５０億円以上の工事」について適用する

ことに変更している。 
  この変更は、昨今の経済環境の変化に伴い受注工事が小型化しており、今後もその傾向が続くと見込まれること、

また、国際的な収益計上基準が工事進行基準に標準化される傾向にあることにより行ったものである。なお、こ

の変更に伴う当中間財務諸表に与える影響はない。 
 

追  加  情  報 

１．当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用している。こ

れによる当中間期の損益に与える影響は、軽微である。なお、中間財務諸表等規則の改正により当中間期におけ

る中間貸借対照表の資本の部については、改正後の中間財務諸表等規則により作成している。 
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 ２３ 

２．当中間期から、１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純利益の算定に当たっては、「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号）を適用している。 

 
注 記 事 項 
（貸借対照表関係） 
                     当中間期      前年中間期      前   期 
１．有形固定資産の減価償却累計額   ４９，５０１百万円  ４７，８２４百万円  ４８，２２２百万円 
２．保証債務額 
   借入金に対する保証債務     １０，０７５百万円   ９，７５６百万円   ７，１８１百万円 
   マンション売買契約手付金の返済保証債務    ２，０９１百万円   １，８５０百万円     ９５９百万円 
  ・従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への保証債務（８８０百万円）に関しては、住宅資金貸付保険

が付保されており、将来において実損が発生する可能性がないため、保証債務額から除外している。 
３．受取手形裏書譲渡高         ８，２８５百万円  １８，５８５百万円  １５，７５０百万円 
 
（リース取引関係） 
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 
                                          （単位：百万円） 

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前     期 
（Ｈ１４．４．１～Ｈ１４．９．３０） （Ｈ１３．４．１～Ｈ１３．９．３０） （Ｈ１３．４．１～Ｈ１４．３．３１） 

 

取得価額 
 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末

残  高 
相 当 額 

取得価額 
 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末

残  高 
相 当 額 

取得価額 
 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
 
相 当 額 

車 両 運 搬 具            91     46     45    127     81     46   140     93     46 
工具・器具備品    389    302     87    453    273    180    453    321    131 
合     計    481    348    132    580    354    226    593    414    178 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）残高等 
に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

（２）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

    当中間期   前年中間期    前  期 

１  年  内 ８２百万円 １０９百万円 １０４百万円 

１  年  超    ４９百万円 １１６百万円 ７３百万円 

合     計   １３２百万円 ２２６百万円 １７８百万円 

   （注）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定 

資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

    当中間期   前年中間期    前  期 

支払リース料    ５３百万円    ６５百万円   １２５百万円 

減価償却費相当額    ５３百万円    ６５百万円   １２５百万円 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

    当中間期   前年中間期    前  期 

１  年  内   ６７９百万円   ２４２百万円   ７６１百万円 

１  年  超   １４８百万円   １３５百万円   ２２８百万円 

合     計   ８２８百万円   ３７８百万円   ９８９百万円 
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有価証券関係 

１．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  当中間期末（平成１４年９月３０日）                          （単位：百万円） 

種  類 中間貸借対照表計上額 時   価 評 価 損 益 

 (１) 子会社株式         ７７５     ２，１３７     １，３６２ 

 (２) 関連会社株式      ９，６１６     ８，６７５      △９４１ 

合     計    １０，３９１    １０，８１２       ４２１ 

 

  前年中間期末（平成１３年９月３０日）                         （単位：百万円） 

種  類 中間貸借対照表計上額 時   価 評 価 損 益 

 (１) 子会社株式         ７７５     ２，８４１     ２，０６６ 

 (２) 関連会社株式      ９，６１６    １０，１２７       ５１１ 

合     計    １０，３９１    １２，９６９     ２，５７７ 

 

    前期末（平成１４年３月３１日）                            （単位：百万円） 

種  類 中間貸借対照表計上額 時   価 評 価 損 益 

 (１) 子会社株式         ７７５     ２，４３５     １，６６０ 

 (２) 関連会社株式      ９，６１６     ８，５９３    △１，０２３ 

合     計    １０，３９１    １１，０２８       ６３６ 
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建築・土木別 受注、完成、手持工事高 

 （単位：百万円） 
当 中 間 期 

(H14.4.1～H14.9.30) 

前 年 中 間 期 

(H13.4.1～H13.9.30) 
増  減 

前     期 

(H13.4.1～H14.3.31) 
      期 別 
 
 区 分 金 額   ％ 金 額   ％  金 額      ％ 金 額   ％ 

官公庁   31,302   27.0   24,174   23.7     7,128    29.5   49,161   22.0 

民 間   84,770   73.0   77,672   76.3     7,097     9.1  174,268   78.0 建 築 

（計） (116,072) ( 66.6) (101,847) ( 67.5) (  14,225) (  14.0) (223,429) ( 61.4) 

官公庁   48,594   83.4   28,413   57.9    20,180    71.0  100,262   71.3 

民 間    9,643   16.6   20,692   42.1  △11,049  △53.4   40,454   28.7 土 木 

（計） ( 58,237) ( 33.4) ( 49,106) ( 32.5) (   9,131) (  18.6) (140,717) ( 38.6) 

官公庁   79,896   45.8   52,588   34.8    27,308    51.9  149,423   41.0 

民 間   94,413   54.2   98,365   65.2   △3,952   △4.0  214,723   59.0 

受 

注 

工 

事 

高 

合 計 

（計） (174,309) (100.0) (150,953) (100.0) (  23,356) (  15.5) (364,146) (100.0) 

官公庁    8,876   12.6   18,893   21.6  △10,017  △53.0   45,140   19.1 

民 間   61,673   87.4   68,574   78.4 △6,901  △10.1  190,661   80.9 建 築 

（計） ( 70,549) ( 64.2) ( 87,468) ( 69.5) (△16,918) (△19.3) (235,801) ( 60.5) 

官公庁   29,465   74.9   26,096   67.9     3,369    12.9  106,027   68.9 

民 間    9,874   25.1   12,347   32.1   △2,473  △20.0   47,923   31.1 土 木 

（計） ( 39,339) ( 35.8) ( 38,444) ( 30.5) (     895) (   2.3) (153,950) ( 39.5) 

官公庁   38,342   34.9   44,990   35.7   △6,648  △14.8  151,167   38.8 

民 間   71,547   65.1   80,922   64.3 △9,375  △11.6  238,584   61.2 

完 

成 

工 

事 

高 

合 計 

（計） (109,889) (100.0) (125,913) (100.0) (△16,023) (△12.7) (389,752) (100.0) 

官公庁   87,848   23.7   66,682   18.9    21,166    31.7   65,422   20.1 

民 間  283,236   76.3  285,630   81.1   △2,394   △0.8  260,139   79.9 建 築 

（計） (371,085) ( 46.7) (352,313) ( 45.1) (  18,772) (   5.3) (325,562) ( 44.5) 

     [301,099]      [293,017]  

官公庁 305,380   72.0  294,334 68.6 11,046     3.8  286,252   70.6 

民 間  118,912   28.0  134,956   31.4  △16,044  △11.9  119,143   29.4 

   [436,055]    [412,160]  

土 木 

（計） (424,293) ( 53.3) (429,290) ( 54.9) ( △4,997) ( △1.2) (405,395) ( 55.5) 

   [367,781]      [358,440]  
官公庁  393,229   49.4  361,016 46.2    32,212     8.9  351,675   48.1 

民 間  402,149   50.6  420,587   53.8  △18,438   △4.4  379,283   51.9 

   [788,369]    [737,723]  

 
手 
持 

工 

事 

高 

合 計 

（計） (795,378) (100.0) (781,604) (100.0) ( 13,774) (   1.8) (730,958) (100.0) 

        （％欄カッコ内は建築・土木百分比） 

 ※前年中間期、前期の手持工事高は、発注者よりの平成１４年９月２５日付「工事請負契約の解除について（通知）」

に基づき、平成１２年度国補浅川総合開発事業浅川ダム本体工事（6,765 百万円）を修正表示している。なお、

上段[  ]内は、修正前の金額である。 

 

 

 



                                           前田建設（個別） 

 ２６ 

（主要受注工事） 

発注者（敬称略） 工     事     名 工事場所 

草 加 市 新草加市立病院建設工事 埼 玉 県 建 

築 
 
 

東京二十三区清掃一部  
事 務 組 合 

大井清掃工場プラント更新工事 東 京 都 

秋 田 県 秋田中央道路整備工事ＳＡ２０－１０ 秋 田 県 

内 閣 府 大保脇ダム本体建設工事 沖 縄 県 
土 

木 

香港地下鉄路公司 香港地下鉄５８０工区ヤムオー駅建設工事 中 国 

 

  （主要完成工事） 

発注者（敬称略） 工     事     名 工事場所 

丸   紅  (株) （仮称）ファミール月島新築工事 東 京 都 

医療法人社団 輝生会  初台リハビリテーション病院新築工事 東 京 都 
建 

築 

福 井 県 県立図書館・公文書館（仮称）図書館棟建築工事 福 井 県 

関西国際空港用地造成(株)  ２期空港島護岸築造工事（その１） 大 阪 府 土 

木 香港地下鉄路公司 香港地下鉄６１５工区ポーラム駅建設工事 中 国 
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